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地域高齢者における拡大ADL尺度の有用性
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目的　ADLとIADLを連続的に測定する尺度として開発された拡大ADL尺度について，地域

高齢者の全国調査のデータにより標準的な得点分布を得るとともに，指標としての有用性

を検討した。

方法　調査は，無作為に抽出した全国の65歳以上の男女3,000人を対象に訪問面接法により実施

され，2,335人から回答を得た（回収率77.8％）。本研究では，拡大ADL尺度の項目すべて

に回答を得た2,233人を分析対象者とした。

結果　ADL項目の通過率はすべて9割以上で，IADL項目の通過率より高かった。再現性係数

は.93であって，尺度化可能とされる.90をわずかに上回った。得点分布は満点の者が77.4

％を占め，平均得点は12点満点中の11.3点に達した。平均得点に居住地の都市規模による差

はみられず，加齢と性差にともなう有意な得点の低下が認められた。

結論　拡大ADL尺度は，軽度の障害を有する高齢者の残存機能の指標として開発されたもので

あって，地域高齢者の生活機能を段階的に捉える指標としては不適当である。さらに尺度

の一次元性についても十分な保証は得られず，項目間の序列も不安定であることが示唆さ

れた。本尺度の使用にあたっては，対象および使用目的との整合性について慎重に吟味す

ることが必要である。
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